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１．事業の概要

一般環境経由による石綿ばく露の可能性のあった地域において、石綿ば

く露の可能性があった住民を対象に、①職歴や居住歴等の詳細な問診、②

胸部Ｘ線検査、③胸部ＣＴ検査等を実施し、何らかの石綿ばく露に関する

医学的な所見が確認され経過観察が必要な者に対しては、定期的に検査

（年１回を想定）を行い、適切なフォローアップを行う。

上記問診等で得た情報を基に、石綿ばく露の地域的広がりや石綿関連疾

患等（中皮腫・肺がんに加えて、胸膜肥厚班、肺の線維化などを含む）の

発症リスクについて解析を行う。

２．事業計画

今後の石綿関連施策や救済法の施行に必要なデータを蓄積するため、以

下のとおり継続して行う。

○平成18年度～

・大阪府泉南地域（５市３町）、尼崎市、鳥栖市

○平成19年度～

・大阪府泉南地域（５市３町）、尼崎市、鳥栖市、奈良県、羽島市

○平成20年度～（予定）

・大阪府泉南地域（５市３町）、尼崎市、鳥栖市、奈良県、羽島市

横浜市（新規）

３．施策の効果

一般環境経由で石綿ばく露の可能性があった地域において、石綿ばく露

の地域的広がりや石綿関連疾患等の発症リスクに関する実態を把握すると

ともに、対象地域住民の健康増進に資する。

４．備考

1,908千円諸謝金、職員旅費、委員等旅費、環境保全調査費

（内訳）石綿ばく露のリスク調査に関する検討会開催経費等

委託費 71,283千円

（内訳）一般環境経由による石綿ばく露の健康リスク評価に関する調査

（地方公共団体６箇所）
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石綿ばく露の可能性があると申し出た者 

ばく露の可能性あり 

●指定した医療機関 

・胸部X線検査 

・胸部CT検査 等 

経過観察 

(年１回) 

医療の必要あり 

調査対象外 

医療の必要なし 

●自治体（保健所等） 

・問診 

●自治体（保健所等） 

・専門家による医学的判断 

・医学的所見の登録 

＜結果の活用＞ 

各地域における、石綿ばく露の地域的広がり

や石綿関連疾患等の発症リスクに関する実

態を把握 

石綿健康被害救済法の見直しに反映 

救済法の指定疾病の見直し 


